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ｌ仇討物語
「一富士・二鷹・三茄子」日本三大仇討物語りのシンボルである。
建久４年５月，源頼朝の命により，富士の裾野で大巻狩がしょうされた。
18年の天津風，曽我兄弟は首尾よく父のかたき工藤左衛門祐経をうちとった。
元禄15年極月14日夜，ふりつもる雪をふゑしめて，本所松坂町，吉良の邸
に乱入し，あっぱれ主君の仇をほうじた忠臣蔵。そして，最後は江戸をおわ
れた浪人河合又五郎，おちゆくさぎは九州相良，これをまちうけた青年数馬，
伊賀上野鍵屋の辻で血闘数刻，ついに父の敵をたおした。助勢の義兄荒木又
右衛門の演じた凄絶きわまりない三十六番斬りの物語りは，永遠に日本人の
胸の血をわかせるエピソードである。
その他語りつたえつれる数々の仇討物語りは，講談・小説につきせぬ種を
供した。
仇討ちは，我国の封建時代におけるもっとも原始的なそして直接的な被害
者補償の方法というべき制度であった。犯罪者にたいし「歯には歯，目には
目を」もってする，被害者またはその近親が行いえた直接的・精神的欲求満
5８
足の唯一一身的の行動であり深い苦労がこれに伴った。
ところが近世におよんで復讐が禁止されるにおよんで，被害者が犯罪者に
たいする欲求に，漸次財産上の賠償にかわらねばならぬように変化し，刑罰
とともに賠償方法の簡易化が考えられた。
古代バビロニアのＣｏｄｅｏｆＨａｍｍｕｒａｂｉ（ハンムラビ法典・紀元前1738-
1686年）においても，既に犯罪による復報として，刑罰以外になお－定額の
金銭または財産を，被害者に支払わせる道がひらかれていた。同法典の規定
によれば，強盗を行った犯人が逮捕されれば，死刑に処せられるが，その逮
捕なき場合にも，神の面前で蒙った被害の遂一をのべ，その損害を明確にす
れば，犯罪地の都市またはその地方の知事は，その被害を被害者に賠償せね
ばならない。被害者死亡の場合にはその遺族にたいし，－定額の銀貨が支払
われた。
ヘブライ法（モーゼの法)，ギリシア法，ローマ法，ゲルマン法においても，
犯人の被害者への補償（Wiedergutmachung）は，刑罰の効果として認めら
れていた。西暦100年頃までの古代ゲルマン法では犯罪者にたいし，被害者
の氏族（DieSippe）に家畜の一定数を引渡すべきことが，刑罰とともに命
ぜIうれた。後には右家畜の半数は国王に，他の半数は正義の裁判をもとめる
人，あるいはその親族に引渡すよう命ぜられることとなった。
古代社会においては，犯罪は単なる私的の悪業（eineprivateMisserat）
であると考えられ，犯罪被害者の家族，あるいはそれの所属する社会団体に
より復讐さるべき行為だとされた。だが人類社会が定着者，または定住者に
よって組織されるようになるにつれ，復讐にかわり被害者にたいし，－定額
の金銭または家畜の一定数を損害賠償として支払うことが命ぜられろにいた
った。国王や社会の支配者の勢力が強大となるにしたがい，犯罪は国王の平
和（K6nigsfrieden）をおかす行為だと考えられるようになり，国王は犯罪
により，直接に補償を犯罪者からうけとる権利があるものとされた。
時代が経過するにしたがい，犯罪者から被害者への補償が命ぜられろ制度
者次第におとろえ，犯罪による損害の補償は，被害者自身が民事訴法の手続
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により賠償をもとめるに委せられるにいたった。
だが，そうした民事訴訟による賠償請求手続が複雑かつ長期にわたり，実
際の効果をあげること極めて稀れなことから一方刑事訴法手続での簡便な方
法として附帯私訴（Ａｄ随siorsverfahren）の手続が承とめられた（西独刑事
訴訟法403条以下)。たがその実効はきわめて少い゜日本旧刑事訴訟法において
もかつてこの規定が設けられていたが，実際上利用されること稀であり，刑
事訴訟の進渉を害し賠償の実効を期し得ない等の理由から，刑事訴訟法改正
の際に，その制度を廃止した。
２犯罪被害者学
犯罪被害者学（Viktimologie）はまず刑事犯罪被害者（CriminalJnjurie・
OpfervonVerbrechen）の概念から出発する。犠牲の言葉はラテン語の
(Victima）にあたる。犠牲の語は二様の意味をふくむ。第一に神への宗教的
祭祀の式として，生ける物（例・小羊）を神前に捧げる「いきにえ」にあた
る。第二には人またはその組織団であって，その社会の道義上の秩序，また
は法秩序が他人の行為により危害をうけ段損され，あるいは破壊された場合
をいう。犯罪被害者学とは，犯罪被害者に関する学問である。犯罪被害者の
概念を犯罪学上定義すれば，法律の規定により保護された法益(Rechtsgut）
の穀損された自然人または法人だといわれよう。いうなれば，犯罪被害者と
は身体生命または財産を彼の同意なくして犯害者（T2iter,Victimiser）から
窓に侵害された者である。
ここにいわれる犯罪被害者とは，集合的のものと，抽象的の屯のとがあり
得る。例えば人の社会的グループである社会・国家・地方自治団体たる都市
の法益を侵害した場合とか，少数民族が他の部落民族を，あるいは一国の国
民が他国民を征服侵害し，あるいは占領地の国民を侵害する場合に見られる。
公の秩序にたし､する犯罪（例・公然わいせつ罪，暴走族の暴走，鉄砲刀剣の所持）
は抽象的被害者を生ぜしめ得る。犯罪被害者のいない犯罪行為はあり得ない。
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犯罪被害者学には狭義のものと，広義のものとがあるといわれる。狭い意
味の犯罪被害者（VictimsofCrimes）とは犯罪による犠牲（被害者）に関す
る学問であるが，広義における刑事犯罪被害者とは，単に犯罪被害者だけに
関する学問だけに止らない。言いかえれば，それは犯罪行為による犠牲ばか
りでなく，人間の社会上の集団による災害（例・ボイコット・集団行進・集団反
対運動等）をも包まれる。だから広義におけるピクチモロギーには心理学・
精神病学・社会学などの諸学にわたる学際的研究（interdisziplin2irerForsc‐
hungsbereich）が必要となる。刑事学（Kriminologie）が狭義の犯罪被害者
学の研究をこころふる場合にも，広義の被害者学の面を願承ることを忘れて
はならない。狭義と広義の被害者学とは互に相関連しがちであり，広義の社
会的被害からややもすれば狭義の犯罪学的意味の被害者が生ずることは稀で
はない（成田空港反対同盟の運動が時に個人の身体・財産を損傷することがある)。
その変転はきわめて流動的である。だとすれば狭義の被害者学はつねに広義
の被害者学の下にて，真に承のりある研究が行われねばならぬ。
３犯罪被害者の求償
犯罪被害者は，犯罪者が国家の裁判により刑罰をうけることにより，一応
満足するほかなく，犯罪による精神上・財産上の損害は，民事訴訟法のさだ
める手続により，加害者から賠償をもとめることができるとしても，その実
現・実効をあげることは極めて困難である。そこで国際行刊会議(internati‐
onalenStrafvollzugsKongress）は1897年パリに於て，ついで1900年ブリ
ュセルにおいて国際会議がひらかれ,･犯罪被害者補償法の問題がとりあげら
れ立法の必要が強調された。だがその会議の決議は近時にいたるまで，各国
から顧承られなかった。
犯罪被害者救済の手段として，民事訴訟の進行は容易でなく，また必ずし
もつねに満足する結果を得られるものでもない。被害者である原告は訴の提
起のための訴訟費用救助は容易にうけ得ないので，ゑずからの手で訴訟費用
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の用意をせねばならないのjZKならず，訴訟の勝敗の危険を負担せねばならな
い。幸い長年の努力の末勝訴の判決を得ても，実効ある執行の結果を獲得す
ることは容易でない。いわんや犯罪者が逃亡・不明・未逮捕の場合には，被
害者はまったく損害をゑずから負担するほかない。いや犯罪者が逮捕・刑罰
に処せられたとしても，犯人が無産者であれば（そして多くの場合，犯人は無
財産者である｡）被害者の救済には何等役にたたない。さらにまた，犯罪行為
が被害者の身体に重大な障害をあたえ，その行為能力が害され，生活意欲・
民事訴訟追行に必要な闘争心を阻害するような精神障害をひき起した場合に
は，加害者の責任は重大である。労働能力の喪失は，被害者をしてまったく
失業状態におとしいれ，本人および家族を貧窮のどん底にしずませる。
国際行刑会議のつよい決議をうけた犯罪被害者補償（Compensationfor
VictimsofViolence）の法制度変化は近年におよんでようやく実現を承るに
いたった。まず第一に1963年のニュージーランドの法律（CrimmalJnjurie
CompensationAct)発布につづいて，1964年のイギリス法により犯罪被害者
の国家補償が成立した。
アメリカ合衆国における各州法，および合衆国統一法（VictimsofCrime
Act､1973）があいついで制定された。その他オーストラリア国の各州法，北
アイルランド法，および1972年のオーストラリア法(Bundesgesetzvon9､７．
１９７２UberdieGew2ihrungvonHilfelleistungenanOpfervonVerbrechen）
等があいついで制定された。イタリアおよび西独では目下補償法の成立りい
そいでいる。
わが国においても，近年毒入りコカコラ殺人事件をはじめ，通り魔殺人・
婦人暴行殺人や爆弾事件など数多くの暴力犯罪により，個人的あるいは集団
的に死傷をうけた被害者が，何等救済されないまま捨ておかれる場合が増加
した。１０数年前に一人息子を通り魔殺人で失なった神奈川県の町工場主が
「殺人犯罪の防止に関する請願」をして以来，この問題は社会問題化した。
また昭和49年三菱重工ビル爆破事件では，多数の死傷者がでて，国において
何等かの措置をとれとの声がたかまった。
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さぎに日本弁護士連合会は昭和35年11月，第３回人権擁護大会で，犯罪被
害者を国で救済するため，補償立法その他適当な措置を講ずるように決議し
た。ついで昭和50年５月には，日弁連の定期総会で，すふやかに犯罪被害者
補償制度の確立を要望する旨の決議が成立し，遂に昭和51年には「詳細な犯
罪被害者補償法案」が作製発表された。その本文は57ケ条の規定をふくむ広
汎なものであった。
昭和54年８月１日，警察庁は「犯罪被害給付金制度」と称して，人が殺人
・傷害などの暴力犯罪により死亡・重傷をこうむった場合には，国が被害者
や遺族にたいし，一定額の一時金を給付するとし，給付金額の算定基準をま
とめてその案を発表した。その案は「犯罪被害者等給付金支給法」と称する
法律として成立。昭和55年５月１日，法律第36号として発布され，昭和56年
１月１日から実施される。この法律の施行後に行われた犯罪行為による死亡
または重障害について適用される，と定められた。
この法律の趣旨は，人の生命または身体を害する故意の犯罪行為により，
不慮の死を遂げた者の遺族，または重障害をうけた者にたいし，国が犯罪被
害者等給付金を支給することについて規定するものだと言った。だから生命
身体以外の法益侵害（例・公安犯罪・財産にたいする犯罪等）にたいする種々の
犯罪による損害の救済には及ばない。の承ならずここにいう犯罪行為の観念
には属地主義がとられ，日本の領土内である日本国内，または外国にある日
本船舶・日本航空機内で行われた行為は有責の犯罪（従って法令または正当の
業務上為された行為・正当防御行為による被害の場合並びに過失犯による被害の場合
には犯罪被害とはいわれず，これに反し緊難避難・心神喪失・心神耗弱者・瘤唖者・
刑事未成年者の行為による行為は犯罪被害となる｡）となる。しかし乍らそうした
犯罪行為により，人が死亡または重障害をうけた場合だけに限り，補償をう
けることができる。そして重障者とは，負傷または疾病が治ったとき（その
症状が固定したときを含む）における身体上の障害で政令によって認められた
程度の障害をいう。国は犯罪被害者があるときは，被害者またはその遺族に
たし､し，犯罪被害者等給付金と称する補償を支払う。遺族給付金の支払をう
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けることのできる遺族とは(1)被害者の配偶者（いわゆる内縁の妻を含む)，(2)被
害者の収入によって生計を維持していた被害者の子，父母，孫，祖父母及び
兄弟姉妹，(3)前号に該当しない被害者の子，父母，孫，祖父母および兄弟姉
妹である。被害者の死亡の当時まだ胎児であった子が生きて出生した場合に
おいては，その子は母が被害者死亡の当時，被害者の収入によって生計を維
持していたときは右第２号の子と，その他の場合は前示第３号の子と承なさ
れる。犯罪被害者等給付金の額は，政令の定めるところにより算定する。遺
族給付金にあっては遺族の生活維持の状況を考え，障害給付金にあっては障
害の程度を基準として定められる。
犯罪被害者等給付金の支払を受けようとする者は，その者の住所地を管轄
する都道府県公安委員会に申請してその裁定をうけなければならぬ。公安委
員会は裁定を行うために必要があると認めるときは，申請者その他の関係人
にたいして報告をもとめ，文書その他の物件を提出させ，出頭を命じ，また
は医師の診断をうけさせることができるの糸ならず，犯罪捜査の権限ある機
関その他の公官署または公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めるこ
とができる。
犯罪被害者等給付金の支払を求める申請は，当該の犯罪被害の発生を知っ
た日から満２年を経過したとき，または当該の犯罪被害が発生した日から７
年を経過したときは最早やすることはできない。右給付金支払を求める権利
は，２年間行わないときは，時効によって消滅する。
犯罪被害者等給付金の支払をもとめる申請に対し，公安委員会が給付金を
支給しない旨の裁定。または支給する裁定があってもその額にたいして不服
なる場合，当事者は国家公務委員会の裁決をもとめ，更らに不服なるときは，
その取消を求める訴を裁判所に提起することができる。
この法律に特別の定めがあるもののほか，この法律の実施のための必要な
手続については政令で定められる。
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４犯罪被害者補償法の発展
犯罪者の発見・逮捕の数は，必し屯多くはない。警察庁の統計によれば，
故意の犯罪による死亡，または重傷害事件は，年間1500件ほどに上るといわ
れる。そればかりでなく，犯罪者の多くは無産者または下層社会に属する者
であることも実際である。受刑者が刑務所で刑の執行をうける間に国から支
給される労銀の額はきわめて少額であって，被害者またはその遺族への賠償，
刑務所の管理保護の費用をまかなうには，とうてい足りない。出獄後の前科
者を受けいれる社会は極めて冷たく，その職場を得ることは至難である。そ
ればかりでなく前科者の職業上の知識・能力の欠乏薄弱さは，高額の賃銀収
入をはばみ，従って被害者・国家の蒙った多額の損害を賠償てん補するため
の財産を，獲得することを困難にしている。そして被害者はひとり，身の不
運を嘆かねばならぬか。
国家が犯罪被害者の損害を救済補償すべき義務を肯定する根拠はいろいろ
あげられる。まず国家は犯罪の発生を予防し，個人や公共の生活，社会の平
和・発展を維持増進させる義務を負担すること言うまでもない。とすれば国
家はすゑやかに犯罪者を発見逮捕しこれを処罰すべきにかかわらず，これに
失敗した場合は勿論，犯罪の予防に失敗し，国民の多数が貴重な生命健康を
傷つけられ，多額の損害をうけたときには，国家は国民にたいし，十分にそ
の政治的ならびに道義的責任を尺したものとは言えない。これをひとり被害
者の運命としてうち捨ておくことは許されない。
危険団体(Gefahrengemeinschaft）を構成しているわれわれの国家・社会に
おいては，人間の密接な連帯関係が存在している。社会の一員としての各人
は，潜在的な犯罪被害者である。だから社会の各員は，犯罪による被害を，
現実の被害者とともにうけているのだ。
経済上の保険と同様に，国民一般は無意識的に種々の租税を通して，犯罪
の危険を連帯的に分担し，保険されている訳である。国家の補償は実質的に
は，各国民が連帯拠出して拠出する租税（即ち保険料）は，危険団体におい
新法による犯罪被害者補償法の意味するもの（中村武）６５
て発生する犯罪という保険事故による損害（犯罪被害）にたいする保険金と
して拠出しているものといえるわけである。
犯罰行為は，社会から孤立した無人の場で，社会生活と無関係におこなわ
れるものではない。各人が共同生活をいとなむあいだに発生するものだ。い
わば人間が社会的接触をするあいだに行われるものだ。だとすれば犯罪被害
者は社会保険における保険契約者と同様，国家にたいして法律上の権利とし
て補償請求権または救助給付請求権（Hilfeleisttingsanspruche）をもつ筈で
あり，決して国家の,恩恵として給付されるものではない。
犯罪被害者補償制度の理論的根拠，目的，内容および作用に関する研究は
前述のようにこの制度を敷いた欧米諸国の法制と比較して窮めてゆくべきで
あり，新法たる「犯罪被害者等給付金法」についても比較検討すべき諸点が
発見ざれ存在する。
まず(1)に新法は，犯罪被害者等給付金は金銭給付だけであり，かつ一時金
としているが，金銭給付だけに限らず医学的処置，温泉療治などの治療処置
を施すことなども考えられてよいと思う。(2)金銭給付も一時金払いでなく，
被害者が少年である場合には，その一定学習を終るまで，その費用，生活費
等を支払い続けるような，細かい注意が必要であろう。(3)過失犯による被害
は，犯罪被害とされないが，自動車・バス・トラック等の運転士の過失犯に
より，多くの人の生命がうしなわれ，負傷をうける場合の多い現状に照し，
一様に過失犯被害を除外するのは適当であるまい。(4)人的被害だけを犯罪被
害とさだめ，財産罪を除いたが，大ホテルやピルの爆発，火焔ピンによる放
火が屡々敢行される現代，これを顧承ないのは正当でない。(5)犯罪被害等給
付金申立・審査の事務を取扱う官庁は，各地方の公安委員会でなく，特別に
独立・迅速・有効にその事件に取組むため，特別の官庁を設くべきであるま
いか（例えば英国におけるＶｉｃｔｉｍｓｏｆＣｒｉｍｅｓｏｆＶｉｏｌｅｎｃｅＣｏｍｍｐensation
Board如き)。
いずれにしてもこの法律の実施のために必要な手続，その他この法律の施
行に関し必要な事項は，政令で定めることになっているが，実施の経験をか
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さわることによって学ぶところは数多かろう。これを通しまた諸外国の制度
・経験に照らして，これから我邦の犯罪被害者補償法制度の整備発展を目差
(1)(2)
して進とＺＡたいと思う。
註(1)この論文は筆者がさきに東京弁譲士会の委嘱をうけて研究を，まとめ作成し
たものであるが，これに加筆訂正をくわえ，殊に新法の発布にともない，これの
解明批判並びに実施の状況を挿入し，東京弁護士会の寛容な承認を得て絃に発表
する次第である。国士館大学比較法研究所が，その発表の場をあたえられた好意
にたいしては，ふかく感謝の意を表する次第である。
-1981.2.13日夜稿一
註(2)犯罪被害者等給付制度は，本年１月１日から実施されているが去る１月16日
その実施第１号として，群馬県桐生市でおきた幼児殺人事件に適用され，群馬県
公安委員会で，遺族からだされた給付金支給申請をうけて，適用資格の審査の結
果，被害者に犯罪につながるような原因がなかったことから，給付金の支給がす
んなりと決まった。被害者が幼児で労働などによる収入がなく，この幼児によっ
て生計をたてている者もないことから，２０歳以下の子どものクラスのうち，最低
額に当るる2,500円に，生計をたてている者がいない場合の，乗率千位をかけて，
支給金220万円とした。
犯罪被害者への給付金支給の申請は，１月３日大阪淀川にて起きた飲食店での
客同士の傷害事件をはじめ，これまでに六件の申請がなされていた。桐生事件は
この中で最も新しいものだったが，被害者にまったく落ち度がなかったことで，
同制度の施行で最初に決ったものである。
犯罪被害者給付制度による給付金は，被害者の年齢，収入の有無，その収入で
生活をしていた者の有無などで，支給額は異なるが，死亡の場合は最高806万円
一最低220万円，けがの場合は最高923万円一最低320万円になっている。（昭56.
2.17朝刊・朝日新聞）
この「支給法」は昨年春の国会で成立・前述のように同年５月１日に公布され
たが，実際の救済補償は今年１月１日からなので，約７ヶ月間も据置きとされた。
そのため，法公布後の昨年８月，東京新宿駅西口前に起きた労働者によるバス放
火事件では，政府は同法の趣旨にそって「自然災害並承の弔慰会」の支給をきめ，
最高200万円の見舞金を出した。
新宿パス放火事件では６人の死者と10数人の負傷者をだしたが，その大部分の
死者は，通勤中の災害と承とめられ，労災保険金の給付をうけた。（昭56.2.17．
夕刊朝日新聞）
警察庁の調べだと，右桐生事件のほか，給付金の支給申請がでているのは，大
新法による犯罪被害者補償法の意味するもの（中村武）６７
阪淀)||のクラブの客同士のけんかにより生じた傷害致死事件，東京，立川市の団
地でのトルコ嬢による会社員殺人事件，東京，新宿の簡易旅館で，ホモ関係のも
つれによる殺人，大阪市の路上で廃品回収業者が殺された事件，北九州市の飲食
店で客同士の口論による殺人事件の５件で，これらはいづれも被害者の方にも落
度があったり，犯人が捕まっていないことなどからいまのところ給付金額の基準
などについて'慎重に検討がすすめられている。（昭56.2.17夕刊朝日新聞）
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